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論文内容の要旨

本論文は，多重属性効用関数 (MUF) 法を地域・水環境システムの多目的評価と意志決定問題ヘ適

用し，その改良をはかるとともに，環境計画の諸課題についての理論的・実証的研究成果をまとめた

もので， 7 章からなっている。

第 1 章では，本研究の背景ならびに目的，構成および研究の動向と展望を述べている。

第 2 章では，地域・水環境問題の特徴を述ベイ地域・水環境評価の主要な手法である環境アセスメ

ント，費用便益分析法の問題点を整理検討している。さらに，地域・水環境問題をシステム・アプロ

ーチによって構造的に解決する必要性を述べ，そのための総合評価法として MUF 法をとりあげ，こ

の方法の特徴と基本構造について述べている。

第 3 章では， MUF 法を地域分析手法として適用した結果を述べている。大阪市域を工業地区，商

業地区，居住地区に分割し，それぞれの地区の経済的環境，社会的・自然的環境についての評価を利

益集団(住民，産業)別に定量的に測定して，過去の施策の比較検討を行っている。

第 4 章では， MUF 法を水資源開発計画の評価手法として適用し，現在淀川流域において実施また

は計画中の事業について，第 3章の場合と同様の集団による経済性と実効性についての事前総合評価

を行っている。

第 5 章では，以下の課題の検討によって MUF 法の改良をはかっている。(1)MUF 法を適用する場

合の構造同定法として，シナリオ・ライテイング法の有効性を明らかにしている。 (2環境問題等にお

ける効用関数の可測性原理について考察し，選好独立，効用独立の存在を保証するための検証方法と

して，それぞれ数量化法 E類，相関係数値による方式を提唱している o (3)利益集団聞の評価の統合に
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ついて，コンシステンシ- 0' テスト法の応用による目標の選好順序の妥当性判別法を提案している。

以上の内容を，例題として Tisza 川流域の水資源開発プランに適用し，改良型 MUF 法の実用可能

性を実証している。

第 6章では，兵庫県東播地域における水環境の変化と住民意識との関係について行った意識調査お

よび質問紙調査結果を示し，それらの度数分布法，数量化 E類，皿類による分析にもとづいて，ため

池の廃止・転用の意志決定問題を改良型 MUF 法によって検討し，水環境を重視する場合の施策のあ

り方を述べている。

第 7 章では結論として，以上の研究結果を総括している。

論文の審査結果の要旨

地域・水環境問題は一般に複雑な利害得失関係を内在し，その計画的解決はきわめて困難で、あったO

このため最近多目的評価手法が提案されているが いまだ環境計画の総合化に十分活用される段階に

は至っていない口本論文は，問題の性質・構造の把握に重点をおきながら， R. L. Keeney による多重

属性効用関数(MUF) 法をとりあげ，地域・水環境システムへの適用可能性を検討し，さらにその改良

を試みたものである。得られた主な成果は次のとおりである。

(1) 大阪市の商工業・福祉・公害等に関する資料を用い，地域の産業・住民別の経済と環境に関する

事後的総合評価を行い，それぞれの効用水準を高める方策を提案した。また石油ショック前後の効

用水準を求め比較することにより MUF 法が地域評価の構造変化を把握するにも有効なことを見

出した。

(2) 淀川上流部の水資源開発事業を例に，多目標の事前評価方法を具体化し，用水供給，水質保全，

洪水制御の短・長期的な優先順位を明確にした。また，これらの事前評価を欠くことが，計画期間

の延長や事業費膨張をもたらすことを実証した。

(3) 河川流域計画の例題について 主として効用の可測性・独立性などの検証の手法上の問題点を検

討し，特に，地域・利益集団関での効用関数の統合基準をコンシステンシー・テスト法によって判

別可能にしたことにより 計画目標の選好順序の決定を合理化した。

(4) 特定地域の水環境問題の典型であるため池の潰廃・保全問題の実例についてアンケート調査を行

い，この結果と (1)-(3)のように改良された MUF 法とを結合し，本法の応用をより一般化できるこ

とを例証した。

以上のように本論文は，わが国の環境構造になじみにくかった MUF法に改良を加え，住民の選好

を考慮した環境行政の政策決定の方法論の一般化に資するとともに，他の多目的環境評価手法の実際

適用についても多くの示唆を与えるものであり，地域計画・環境計画の実際分野に寄与するところが

大き Po よって本論文は博士論文として価値あるものと認める D
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